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(57)【要約】
【課題】接続部材や検知部材等の取付け状態に不具合が
生じることを抑制する。
【解決手段】配線モジュール２０は、隣り合う電極端子
１３を電気的に接続する接続部材２１と、接続部材２１
を保持する本体３２及び本体３２と第１ヒンジ部５９を
介して接続されて本体３２を覆う絶縁カバー４７を備え
た絶縁プロテクタ３０と、本体３２に取付けられ、蓄電
素子１２の状態を検知するための温度センサ２４と、を
備え、絶縁カバー４７は、温度センサ２４の少なくとも
一部を覆う第１カバー部４８と、接続部材２１を覆う第
２カバー部５１と、第１カバー部４８と第２カバー部５
１とを接続する第２ヒンジ部６０と、を有し、第１カバ
ー部４８及び第２カバー部５１のうちの一方が温度セン
サ２４又は接続部材２１を覆った状態で、第１カバー部
４８及び第２カバー部５１のうちの他方が開放可能とさ
れている。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
正極及び負極の電極端子を有する蓄電素子を複数個並べてなる蓄電素子群に取付けられる
配線モジュールであって、
　隣り合う前記電極端子を電気的に接続する接続部材と、
　前記接続部材を保持する本体及び前記本体と第１ヒンジ部を介して接続されて前記本体
を覆う絶縁カバーを備えた絶縁プロテクタと、
　前記本体に取付けられ、前記蓄電素子の状態を検知するための検知部材と、を備え、
　前記絶縁カバーは、
　前記検知部材の少なくとも一部を覆う第１カバー部と、
　前記接続部材を覆う第２カバー部と、
　前記第１カバー部と前記第２カバー部とを接続する第２ヒンジ部と、を有し、
　前記第１カバー部及び前記第２カバー部のうちの一方が前記検知部材又は前記接続部材
を覆った状態で、前記第１カバー部及び前記第２カバー部のうちの他方が開放可能とされ
ている配線モジュール。
【請求項２】
前記第１カバー部及び前記第２カバー部のうちの前記一方又は前記本体は、仮保持部を備
え、前記第１カバー部及び前記第２カバー部のうちの前記他方は、前記仮保持部に係止さ
れて開放状態に保持される被保持部を備える請求項１に記載の配線モジュール。
【請求項３】
前記本体は、被係止部を備えるとともに、前記第１カバー部及び前記第２カバー部のうち
の前記一方には、当該一方が前記本体を覆った状態で前記被係止部に係止して前記一方の
開放を規制する規制係止部を備えている請求項１又は請求項２に記載の配線モジュール。
【請求項４】
前記第１ヒンジ部は、前記本体と前記第１カバー部とを接続するものである請求項１ない
し請求項３のいずれか一項に記載の配線モジュール。
【請求項５】
前記検知部材は、前記蓄電素子の状態を検知するために前記接続部材の温度を検出する温
度センサである請求項１ないし請求項４のいずれか一項に記載の配線モジュール。
【請求項６】
前記蓄電素子群と、請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の配線モジュールと、
を備える蓄電モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、配線モジュール及び蓄電モジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気自動車やハイブリッド自動車等の車両に搭載される蓄電モジュールは、複数の蓄電
素子が横並びに配されている。複数の蓄電素子は、隣り合う電極端子間をバスバーなどの
接続部材で接続することにより直列や並列に接続されている。
【０００３】
　特許文献１の電池配線モジュールは、４つ連結ユニットを連結して構成された樹脂プロ
テクタに複数のバスバーが並んで収容されており、４つ連結ユニットが蓋部で一体的に覆
われている。
【０００４】
　この電池配線モジュールの複数の単電池への取付けは、複数の単電池に載置した電池配
線モジュールのバスバーを単電池の電極にボルトで締結し、樹脂プロテクタを蓋部で覆う
ことで、電池配線モジュールが複数の単電池に取付けられる。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１３－５４９９５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、蓄電モジュールを高温状態で使用すると寿命の低下等を生じるため、蓄電モ
ジュールには蓄電素子の温度を検知するための温度センサ等を取付けることが求められて
いる。
　そこで、予め温度センサ等を樹脂製の絶縁プロテクタに取付けておき、配線モジュール
を単電池に組み付けると温度センサ等が蓄電素子の状態を検知可能に配置されるように構
成することが考えられる。
【０００７】
　ここで、温度センサ等の絶縁プロテクタへの取付け工程が、配線モジュールの蓄電素子
への組付け工程とは別に行われる場合には、一方の工程が終了した後、他方の工程が終了
するまでの間に組み付けた部品等に不具合が生じることが懸念される。
　上記特許文献１の構成では、仮に、絶縁プロテクタに温度センサを取り付けた場合、蓋
部は絶縁プロテクタの全体を覆うため、蓋部は全ての工程を終了した後に取付ける必要が
ある。そのため、例えば、接続部材の締結に先だって温度センサの取付けを行うと、接続
部材の締結を終了してから蓋部で覆われるまでの間、温度センサや温度センサに接続され
た電線が外部に露出した状態となり、温度センサ等の取付け状態に不具合が生じるおそれ
がある。
【０００８】
　本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、接続部材や検知部材等
の取付け状態に不具合が生じることを抑制することが可能な配線モジュールを提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、正極及び負極の電極端子を有する蓄電素子を複数個並べてなる蓄電素子群に
取付けられる配線モジュールであって、隣り合う前記電極端子を電気的に接続する接続部
材と、前記接続部材を保持する本体及び前記本体と第１ヒンジ部を介して接続されて前記
本体を覆う絶縁カバーを備えた絶縁プロテクタと、前記本体に取付けられ、前記蓄電素子
の状態を検知するための検知部材と、を備え、前記絶縁カバーは、前記検知部材の少なく
とも一部を覆う第１カバー部と、前記接続部材を覆う第２カバー部と、前記第１カバー部
と前記第２カバー部とを接続する第２ヒンジ部と、を有し、前記第１カバー部及び前記第
２カバー部のうちの一方が前記検知部材又は前記接続部材を覆った状態で、前記第１カバ
ー部及び前記第２カバー部のうちの他方が開放可能とされている。
【００１０】
　本構成によれば、絶縁カバーは、第１カバー部及び第２カバー部のうちの一方が検知部
材又は接続部材を覆った状態で、第１カバー部及び第２カバー部のうちの他方は、開放可
能とされている。これにより、接続部材を締結する工程と、検知部材を本体に取付ける工
程とが別工程である場合でも、接続部材及び検知部材の一方を絶縁カバーで覆って保護し
つつ他方の工程を行うことが可能になる。よって、接続部材や検知部材等の取付け状態に
不具合が生じることを抑制することが可能となる。
【００１１】
　上記構成の実施態様として以下の構成を有すれば好ましい。
・前記第１カバー部及び前記第２カバー部のうちの前記一方又は前記本体は、仮保持部を
備え、前記第１カバー部及び前記第２カバー部のうちの前記他方は、前記仮保持部に係止
されて開放状態に保持される被保持部を備える。
　このようにすれば、接続部材又は検知部材についての作業を行う際の作業性を向上させ
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ることが可能になる。
【００１２】
・前記本体は、被係止部を備えるとともに、前記第１カバー部及び前記第２カバー部のう
ちの前記一方には、当該一方が前記本体を覆った状態で前記被係止部に係止して前記一方
の開放を規制する規制係止部を備えている。
【００１３】
・前記第１ヒンジ部は、前記本体と前記第１カバー部とを接続するものである。
　このようにすれば、検知部材を本体に取り付けた後に第２カバー部を開放して接続部材
の締結作業を行うことができる。
【００１４】
・前記検知部材は、前記蓄電素子の状態を検知するために前記接続部材の温度を検出する
温度センサである。
・前記蓄電素子群と、前記配線モジュールと、を備える蓄電モジュールとする。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、接続部材や検知部材等の取付け状態に不具合が生じることを抑制する
ことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】実施形態１の配線モジュールが蓄電素子群に装着された蓄電モジュールを示す平
面図
【図２】蓄電素子を示す側面図
【図３】絶縁カバーを閉じた状態の配線モジュールを示す平面図
【図４】図３のＡ－Ａ断面図
【図５】絶縁カバーを開放した状態の配線モジュールを示す平面図
【図６】第１カバー部を閉じ、第２カバー部を開放して仮保持した状態を示す平面図
【図７】図６のＢ－Ｂ断面図
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　＜実施形態１＞
　以下、実施形態１を図１～図７を参照しつつ説明する。
　本実施形態の配線モジュール２０は、図１に示すように、蓄電素子１２が複数個並べら
れた蓄電素子群１１に取付けられて蓄電モジュール１０を構成するものである。蓄電モジ
ュール１０は、例えば、電気自動車またはハイブリッド自動車等の車両の駆動源として使
用される。以下では、前後方向については図１の上方を前方、下方を後方とし、左右方向
については、図１の方向を基準とし、上下方向については、図２，図４の方向を基準とし
て説明する。
【００１８】
　蓄電モジュール１０は、図１（図１では左右の両側は省略）、に示すように、横並びに
配列された複数個の蓄電素子１２からなる蓄電素子群１１と、複数個の蓄電素子１２に取
付けられる配線モジュール２０とを備えて構成されている。
【００１９】
　蓄電素子１２は、図２に示すように、内部に図示しない蓄電要素が収容された扁平な直
方体状の本体部１２Ａの端面から垂直に突出するナット状の電極端子１３Ａ，１３Ｂ（正
極を１３Ａ，負極を１３Ｂとして図示）を有する。
　電極端子１３Ａ，１３Ｂの外周は、円筒形状の合成樹脂１４で覆われている。
【００２０】
　各蓄電素子１２の極性（正負）の向きは、互いに隣り合う蓄電素子１２が逆向きになる
ように配置されており、これにより、互いに異極の電極端子１３Ａ，１３Ｂが隣り合うよ
うに構成されている。これら複数の蓄電素子１２は図示しない保持板によって固定されて
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いる。
【００２１】
（配線モジュール２０）
　配線モジュール２０は、図５に示すように、隣り合う蓄電素子１２の電極端子１３Ａ，
１３Ｂ間を接続する複数の接続部材２１と、蓄電素子１２の状態を検知するために接続部
材２１の温度を検出する温度センサ２４（「検知部材」の一例）と、複数の接続部材２１
及び温度センサ２４を保持する絶縁プロテクタ３０とを備える。
【００２２】
　接続部材２１は、銅、銅合金、ステンレス鋼（ＳＵＳ）、アルミニウム等からなる金属
製の板材を所定の形状にプレス加工することにより形成され、全体として略長方形状をな
している。接続部材２１の表面には、スズ、ニッケル等の金属がメッキされている。接続
部材２１には、略円形状の一対の挿通孔２２，２２が、接続部材２１を貫通して形成され
ている。
各挿通孔２２，２２は、電極端子１３Ａ，１３Ｂのネジ孔に連なって接続部材２１を締結
するためのボルト（図示しない）の軸部が挿通される。ボルトの頭部と電極端子１３Ａ，
１３Ｂとの間に接続部材２１が挟まれて締結されることにより、隣り合う電極端子１３Ａ
，１３Ｂと接続部材２１とが電気的に接続される。接続部材２１の接続方向の側縁には、
接続部材２１の幅を段差状に縮径する切欠部２３が形成されている。
【００２３】
　（温度センサ２４）
　温度センサ２４は、温度検出素子２５と、温度検出素子２５が収容される収容部材２６
とを備える（図３参照）。
　温度検出素子２５は、例えば、サーミスタにより構成される。サーミスタとしては、Ｐ
ＴＣサーミスタ、又はＮＴＣサーミスタを適宜に選択できる。また、温度検出素子２５は
、サーミスタに限られず、温度を検出可能であれば任意の素子を適宜に選択できる。
【００２４】
　温度検出素子２５には一対の電線Ｗ（図３では、温度センサ２４側の一部を図示し他は
省略）が接続されており収容部材２６の外部に導出されている。電線Ｗは、図示しない外
部回路に接続されており、温度検出素子２５からの信号はこの電線Ｗを介して外部回路に
送信される。外部回路は、例えば図示しない電池ＥＣＵに配されて、温度検出素子２５か
らの信号によって接続部材２１の温度を検出し、蓄電素子１２の温度が所定の範囲に保た
れているかを検知する。
【００２５】
　収容部材２６は、図４に示すように、温度検出素子２５が収容されて電線Ｗが導出され
る筒状の素子収容部２７と、素子収容部２７に連なり接続部材２１に重ねられる平板状の
端子部２８とを備える。
　素子収容部２７は、電線Ｗが導出される基端側が開口し先端側が閉塞されており、その
内部の先端側に電線Ｗの端末部に接続された温度検出素子２５が収容されている。
【００２６】
　端子部２８における素子収容部２７側には、図５に示すように、幅狭に縮径された縮径
部２９が形成されている。縮径部２９は、絶縁プロテクタ３０の挿通凹部３８に嵌め入れ
られる。
　端子部２８にはボルトの軸部を挿通可能な挿通孔２８Ａが形成されている。挿通孔２８
Ａは、接続部材２１の挿通孔２２に連なる。
【００２７】
　収容部材２６は、銅、銅合金、ステンレス鋼（ＳＵＳ）、アルミニウム等からなる金属
製の板材をプレスし、曲げ加工等を施すことにより形成することができる。
　温度センサ２４は、例えば、電線Ｗを接続した温度検出素子２５を素子収容部２７内に
入れた後、素子収容部２７内に絶縁性の樹脂（例えばエポキシ樹脂）を流し込んで固める
方法などにより作製される。なお、温度センサ２４の端子部２８は、接続部材２１に重ね
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られた状態で締結部材としてのボルトの頭部と電極端子１３Ａ，１３Ｂとの間に接続部材
２１と共に挟まれて締結される。
【００２８】
　（絶縁プロテクタ３０）
　絶縁プロテクタ３０は、絶縁性の合成樹脂製であって、複数の連結ユニット３０Ａを左
右方向（蓄電素子１２の並び方向）に連結して構成されており、本体３２と、本体３２を
覆う絶縁カバー４７と、本体３２と絶縁カバー４７とを接続する第１ヒンジ部５９とを備
えている。
　本体３２は、左右に並んで配された接続部材２１を保持する前後一対の接続部材保持部
列３３Ａ，３３Ｂと、前方の接続部材保持部列３３Ａに隣接し、接続部材保持部列３３Ａ
に沿って左右に延びる溝部４１と、前後一対の接続部材保持部列３３Ａ，３３Ｂ間を一体
的に連結する連結部３２Ａとを備える。
【００２９】
　各接続部材保持部列３３Ａ，３３Ｂは、各接続部材２１を保持する複数の接続部材保持
部３４が左右に並んで配されている。
　接続部材保持部３４は、板状の底板に載置された接続部材２１の周縁に沿って接続部材
２１を外部と絶縁状態で隔てる隔壁３７を有する。
　接続部材保持部３４における裏面側には、底板の側方に電極端子１３Ａ，１３Ｂの上端
部が挿通される開口部３６が形成されている（図４参照）。
【００３０】
　隔壁３７には、図５に示すように、温度センサ２４が挿通される挿通凹部３８が隔壁３
７を分断するように切欠いて形成されている。なお、挿通凹部３８は、接続部材保持部列
３３Ａの各接続部材保持部３４について１又は複数形成されており、温度を検出したい位
置の挿通凹部３８に温度センサ２４が嵌め入れ可能とされている。
　隔壁３７には、接続部材２１側に突出して、接続部材２１が上方に抜けるのを防止する
押さえ片３９が複数形成されている。
【００３１】
　連結ユニット３０Ａの左右方向における端部側の接続部材保持部３４の隔壁３７には、
接続部材２１の切欠部２３内に配される突部４０が内方に突出している。
　突部４０と切欠部２３との間には、隣り合う連結ユニット３０Ａ間や連結ユニット３０
Ａと接続部材２１の間の組付け公差を吸収するためのクリアランスが形成されている。
【００３２】
　溝部４１は、図４に示すように、その内部に温度センサ２４の一部と温度センサ２４に
接続される電線Ｗが配索されるものであり、溝底４２と、溝底４２の前端及び後端から上
方に立ち上がる一対の溝壁４３Ａ，４３Ｂとを有する。
【００３３】
　前方の溝壁４３Ａは、第１ヒンジ部５９に接続されている。
　前方側の溝壁４３Ａには、絶縁カバー４７の第２カバー部５１を仮保持状態に係止する
ための仮保持部４５が上端部から前方側に突設されている。
　後方の溝壁４３Ｂの上方側は、接続部材保持部３４の隔壁３７の前端部と一体となって
いる。
【００３４】
　図５に示すように、後方側の溝壁４３Ｂのうち、隣り合う接続部材保持部３４間に位置
する部分（隣り合う接続部材保持部３４の前方側の隔壁３７間）には、被係止孔４６（「
被係止部」の一例）が貫通形成されている。
　被係止孔４６は、左右方向に長い扁平な長円形状をなす。
【００３５】
　（絶縁カバー４７）
　絶縁カバー４７は、温度センサ２４の素子収容部２７及び電線Ｗを覆う第１カバー部４
８と、接続部材２１を覆う第２カバー部５１と、第１カバー部４８と第２カバー部５１と



(7) JP 2015-18631 A 2015.1.29

10

20

30

40

50

を接続する第２ヒンジ部６０とを備えている。
　第１カバー部４８は、各連結ユニット３０Ａごとに左右方向に延びる板状であって、溝
部４１の全体を覆うように溝部４１の上に被せられる。
　第１カバー部４８の前端部には、左右方向に所定間隔を空けて規制係止片４９（「規制
係止部」の一例）が形成されている。
　規制係止片４９は、図７に示すように、第１カバー部４８の板面と直交する方向に帯状
に延びており、先端部に係止爪を有し、前後方向に撓み変形可能となっている。
【００３６】
　規制係止片４９は、第１カバー部４８を溝部４１に被せて閉鎖状態とした際に本体３２
の被係止孔４６に挿通され、係止爪が被係止孔４６の孔縁に係止することで、第１カバー
部４８が閉じた状態に保持される。
　第１カバー部４８の前端部における規制係止片４９と異なる位置には、図４，図５に示
すように、上方から温度センサ２４を押さえて温度センサ２４の移動を規制する規制壁５
０が突出形成されている。規制壁５０は、各挿通凹部３８に対応して設けられており、各
挿通凹部３８に規制壁５０が嵌め入れられる。
【００３７】
　第２カバー部５１は、各連結ユニット３０Ａごとに左右方向に延びる板状であって、接
続部材保持部列３３Ａの上に被せられて接続部材保持部列３３Ａの全体を覆う。
　第１カバー部４８と第２カバー部５１とが第２ヒンジ部６０を介して接続されることで
、第１カバー部４８については、溝部４１を覆う閉鎖位置としつつ、第２カバー部５１に
ついて、接続部材保持部列３３Ａを覆う閉鎖位置と、接続部材保持部列３３Ａを覆わずに
開放された開放位置とに回動可能とされている。
　第２カバー部５１は、溝壁４３Ａの仮保持部４５に係止されて第２カバー部５１を開放
状態に保持する被保持部５２を有する。
【００３８】
　被保持部５２は、図７に示すように、第２カバー部５１の板面部５１Ａから段差状に低
くされており、仮保持部４５が挿通される貫通孔５３が隣接している。
　また、第２カバー部５１には、図５に示すように、本体３２に係止して第２カバー部５
１（絶縁カバー４７）を閉鎖状態に保持する本係止部５４と、隣り合う連結ユニット３０
Ａの第２カバー部５１に連結状態で係合する係合部５７及び係合受け部５８とを有する。
【００３９】
　本係止部５４は、第２カバー部５１の前端部において第２カバー部５１の板面と直交す
る方向に枠状に延びており、長方形状の本係止孔５５が貫通している。
　本係止部５４は、接続部材保持部列３３Ａの隔壁３７の後面に突設された本係止突部５
６に当接して撓み、本係止孔５５の孔縁に本係止突部５６が係止することで絶縁カバー４
７が接続部材保持部列３３Ａ及び溝部４１の全体を覆う閉鎖状態に保持される。
【００４０】
　係合部５７は、板状であって左右方向に延びており、先端部に係止爪を有する。
　係合受け部５８は、矩形状の枠形であって、係合部５７が係合受け部５８に挿通される
ことで隣り合う第２カバー部５１間が連結される。
【００４１】
　第１ヒンジ部５９は、本体３２及び第１カバー部４８と一体に形成された帯状の部材で
あって、左右方向に間隔を空けて設けられており、薄肉の厚みで形成されることにより撓
み変形可能とされている。
　第２ヒンジ部６０は、第１カバー部４８及び第２カバー部５１と一体に形成された帯状
の部材であって、左右方向に間隔を空けて設けられており、薄肉の厚みで形成されること
により撓み変形可能とされている。
【００４２】
　なお、接続部材保持部列３３Ｂについては、本体３２とヒンジ６４を介して回動可能に
接続された絶縁性のカバー６１で閉鎖可能とされており、接続部材保持部列３３Ｂを覆っ
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た状態で本体３２の隔壁３７から突出する係止突部６２に枠状の係止部６３が係止するこ
とでカバー６１が閉鎖した状態に保持される。
【００４３】
　次に配線モジュール２０の組付けについて説明する。
（接続部材２１及び温度センサ２４の取付工程）
　接続部材２１を絶縁プロテクタ３０の接続部材保持部３４内に収容するとともに、本体
３２の挿通凹部３８に温度センサ２４の縮径部２９を嵌め入れて取り付ける。これにより
、温度センサ２４の端子部２８が接続部材２１に重ねられた状態となる。温度センサ２４
に接続された電線Ｗは、溝部４１内に収容して配策する。
【００４４】
（第２カバー部５１の仮保持工程）
　開放位置の第１カバー部４８を溝部４１を覆う閉鎖位置に回動させるとともに、第１カ
バー部４８と第２ヒンジ部６０で接続された第２カバー部５１は、第１カバー部４８の閉
鎖方向と反対方向に回動させて第２ヒンジ部６０を曲げ、第１カバー部４８と第２カバー
部５１を近接する位置に対向させる。そして、第２カバー部５１の被保持部５２に第１カ
バー部４８の仮保持部４５を仮保持状態で係止させる。これにより、第１カバー部４８に
対する第２カバー部５１の回動が規制される。
【００４５】
（接続部材２１の締結工程）
　次に、第２カバー部５１が仮保持状態とされた配線モジュール２０を蓄電素子群１１に
載置し、接続部材２１の貫通孔５３（及び端子部２８の挿通孔２８Ａ）にボルトを通し各
電極端子１３Ａ，１３Ｂのネジ孔に締結する。
　そして、第２カバー部５１の被保持部５２の仮保持部４５への係止を解除して第２カバ
ー部５１を閉じ、本係止部５４を本係止突部５６に係止させる。
　これにより、蓄電モジュール１０が形成される。
【００４６】
　本実施形態によれば、以下の作用、効果を奏する。
　本実施形態の配線モジュール２０は、正極及び負極の電極端子１３を有する蓄電素子１
２を複数個並べてなる蓄電素子群１１に取り付けられる配線モジュール２０であって、隣
り合う電極端子１３を電気的に接続する接続部材２１と、接続部材２１を保持する本体３
２及び本体３２と第１ヒンジ部５９を介して接続されて本体３２を覆う絶縁カバー４７を
備えた絶縁プロテクタ３０と、本体３２に取付けられ、蓄電素子１２の状態を検知するた
めの温度センサ２４（検知部材）と、を備え、絶縁カバー４７は、温度センサ２４の少な
くとも一部を覆う第１カバー部４８と、接続部材２１を覆う第２カバー部５１と、第１カ
バー部４８と第２カバー部５１とを接続する第２ヒンジ部６０と、を有し、第１カバー部
４８及び第２カバー部５１のうちの一方が温度センサ２４又は接続部材２１を覆った状態
で、第１カバー部４８及び第２カバー部５１のうちの他方が開放可能とされている。
【００４７】
　本実施形態によれば、絶縁カバー４７は、第１カバー部４８が温度センサ２４（検知部
材）を覆った状態で、第２カバー部５１は、開放可能とされている。これにより、接続部
材２１を締結する工程の前に、温度センサ２４を本体３２に取付ける工程を行う場合でも
、温度センサ２４を絶縁カバー４７で覆って保護しつつ接続部材２１を締結する工程を行
うことが可能になる。よって、温度センサ２４（検知部材）等の取付け状態に不具合が生
じることを抑制することが可能となる。
【００４８】
　また、第１カバー部４８及び第２カバー部５１のうちの一方又は本体３２は、仮保持部
４５を備え、第１カバー部４８及び第２カバー部５１のうちの他方は、被保持部４５に係
止されて開放状態に保持される被保持部５２を備える。
　このようにすれば、接続部材２１又は温度センサ２４（検知部材）についての作業を行
う際の作業性を向上させることが可能になる。
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【００４９】
　さらに、本体３２は、被係止孔４６（被係止部）を備えるとともに、第１カバー部４８
及び第２カバー部５１のうちの一方には、当該一方が本体３２を覆った状態で被係止孔４
６の孔縁に係止する規制係止片４９（規制係止部）を備えている。
【００５０】
　また、第１ヒンジ部５９は、本体３２と第１カバー部４８とを接続するものである。
　このようにすれば、温度センサ２４を本体３２に取り付けた後に第２カバー部５１を開
放して接続部材２１の締結作業を行うことができる。
【００５１】
　＜他の実施形態＞
　本発明は上記記述及び図面によって説明した実施形態に限定されるものではなく、例え
ば次のような実施形態も本発明の技術的範囲に含まれる。
【００５２】
　（１）上記実施形態では、第１カバー部４８及び第２カバー部５１の一方である第１カ
バー部４８が温度センサ２４を覆った状態で、第１カバー部４８及び第２カバー部５１の
他方である第２カバー部５１を開放可能としたが、これに限られない。例えば、第２カバ
ー部５１を本体３２とヒンジ部で接続し、第１カバー部４８及び第２カバー部５１の一方
である第２カバー部が接続部材２１を覆った状態で、第１カバー部４８及び第２カバー部
５１の他方である第１カバー部を開放可能としてもよい。
【００５３】
　（２）上記実施形態では、第１カバー部４８又は第２カバー部５１が検知部材としての
温度センサ２４を覆う構成としたが、検知部材としては、温度センサ２４に限られない。
例えば、電圧を検知して蓄電素子１２の状態を検知するための電圧検知端子を接続部材２
１に重ねて取り付けるようにしてもよい。
　（３）上記実施形態では、仮保持部４５は、本体３２に設けられたが、これに限られず
、例えば、第１カバー部４８のうち、第２カバー部５１を回動させた際に対向する側の面
に仮保持部を設けるようにしてもよい。
　（４）蓄電素子が電池である例を示したが、蓄電素子は、コンデンサなどであってもよ
い。
【符号の説明】
【００５４】
１０：蓄電モジュール
１１：蓄電素子群
１２：蓄電素子
１３Ａ，１３Ｂ：電極端子
２０：配線モジュール
２１：接続部材
２２，２２：挿通孔
２４：温度センサ（検知部材）
２５：温度検出素子
３０：絶縁プロテクタ
４１：溝部
４５：仮保持部
４６：被係止孔（被係止部）
４７：絶縁カバー
４８：第１カバー部
４９：規制係止片（規制係止部）
５０：規制壁
５１：第２カバー部
５２：被保持部
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５３：貫通孔
５４：本係止部
５５：本係止孔
５９：第１ヒンジ部
６０：第２ヒンジ部

【図１】 【図２】
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